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1. 序言ⅠⅠ 

新しい技術 c 開発に代表されるイノベーションは、 

経済成長を維持していく 上で重要な原動力であ り、 社 

会 全体に大きな 利益をもたらす。 このような新しい 技 

術が導入、 利用されるに 至るスピードは、 経済及 び 社会 

福祉に大きな 影響をお よぽす 。 イノベーションの 普及 

は、 技術価値の向上を 中心に、 コスト減少、 潜在的 ユ 

一ザ 一の増加などが 連続的に起こることにより 促進さ 

れる ( 図 lL 。 
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図 1 普及過程における 技術価値の向上 

供給サイドの 普及促進努力としては、 R 及 D による技 

術開発努力、 学習効果による 改善などを通して、 技術 

自身の価値の 向上、 使用領域の増加などをもたらすこ 

とが挙げられる。 一方需要サイドにおいては、 商品が 

普及するほど 商品の利用価値が 高まるというネットワ 

ーク外部性をはじめ、 商品が普及すると 購買経験を持 

っ消費者の 口 コミを通じて 製品情報が広まり、 それが 

需要の拡大にっながるという   清 報効果、 さらには、 皆 

が 消費するから 自分も消費するというバンドワゴン 効 

果など、 消費の外部効果が 存在する。 普及に対するこ 

れらの影響は、 技術改善努力に 勝るとも劣らないもの 

と 考えられる。 

本分析においては、 イノベーションの 普及が、 その 

技術自身の改善努力 (tec ㎞ o10 穿 ㎞ provement) のみで 

なく、 その普及過程における 環境 ( 肝 o ㎡ ng dem ㎝ ud) 

の変 4 ヒによっても 影響を受けることを 念頭に、 需要と 

供給の動的な 関係を考慮した 普及モデルの 構築を目的 

とする。 以上のコンセプトを 図 2 に示す。 
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図 2 普及過程における 需要と供給の 相互作用 

2. イ / ベーシヨンの 甘皮 

2 Ⅱ イ / ベーシヨンの 吉旦のれ 念 

イノベーションの 普及に関する 研究の第一人者であ 

るロジャー ス は、 その著書 (1990) において、 イノ ベ 

一 ションを「個人、 もしくは、 他の採用単位によって 

新しいものと 知覚されたアイデア、 行動様式、 物」と 

し、 普及を「イノベーションがコミュニケーション・ 

チャネルを通して、 社会システムの 成員間において、 

時間的経過の 中でコミュニケートされる 過程」と定義 

している。 本分析でも、 イノベーションと 普及を同様 

に定義して扱う。 

2.2 音 及 モデルに関する 既存研究 

2.2,l  Simp ね Logl 団 。 Ⅱ od 引 

SimpleLo 回 s 廿 cM ㏄ el は普及モデルとして 最も一般 

的なモデルであ り、 (1) 式の微分方程式で 表される。 

弩 2 二 " パ 1-%) (1) 

八か 時間でにおけるイノベーションの 採用者数 

K: イノベーションの 潜在的な採用者数 ( 潜在的市場規模 ) 

か内的自然増加率 ( 採用者が無限に 成長する場合の 増加率 ) 

(1) 式を積分すると、 (2) 式が得られ、 これはロジス 

ティック曲線と 呼ばれる S 字型カーブを 描く。 
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えム 2  吉旦天井拡大モデル 

Simple № 回 ㎡ c M ㎡ el はイノベーションの 潜在的 

な採用者数を 一定とみなしている。 それに対し次 式は 、 

技術の普及過程において 潜在的な利用者の 数も増大す 

るものとし、 (1) 式の K を時間 ァの 関数と考えたモデル 

であ る。 

争 Ⅰ 女 Ⅰ イ 1- 諾 ) (3) 

S №㎡㎝ d ㎏ m)anatha 祖 (1981) は、 普及天井が時間の 

経過とともに 増加すると考え、 普及天井を時間の 関数 

とした様々なパターンのモデルによって 分析を行って 

いる。 

3. 分析のフレームワーク 

需要と供給の 動的な関係を 考慮した普及モデルの 構 

築を目的に 、 特に普及における 需要サイドの 影響を明 

確にモデルに 組み込む。 

3 Ⅱ 分析モデルの 構簗 

3 ⅡⅠ 外部効果を考慮した 鴇 裏 曲 数 

価格が円から 比に低下した 場合、 個人需要量は 伍 ( Ⅱ ， 

D,) から 92 Ⅰ 2, D,) に増加する。 個人需要量の 増加分の 

うち、 幼から 佑， Ⅰ 2,D,) は 価格効果、 佑 ，から砂は外部 

効果によるものと 考えられる ( 図 3) 。 均衡個人需要曲 

線は均衡 点 E, ヒあ を結んだ 研 2 であ り、 外部効果が存 

在することによって、 個人需要曲線はより 価格弾力的 

( 水平 ) になる。 
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図 3 外部効果を考慮した 需要関数 

以上より個人の 需要が、 その製品の価格のみではな 

く市場の需要 (2 グ ) にも依存するものとし、 次 式の需要 

関数を考える。 

9, 吉ク 一み P,+c Ⅰ サメ Ⅰ =  ク一 5 月 ， +cg, (4) 

免ゴ 期における需要 且 

ef:2>9 Ⅰ片が (f 期における市場規模 ) 

(4) 式の微分方程式を 解くと (5) 弍が得られる。 

(5) 
9 二 一三一み e" Ⅰ R,e-,' ぬ士 ce,' 

9 は累積需要量を 示し、 耐久年数が長期であ る製品 
においては、 市場規模に一致する。 

価格 P が供給サイドの 技術改善努力により 指数関数 

的に減少する 価格モデルとして (6) 式を考える。 

P,=poe-% (6) 

れ外生的技術係数 

(6) 式を (5) 式に代入すると 次の需要関数が 得られる。 

9 Ⅰ 一 ' 一方 士 Ⅰ名士 ( 号 十三 キ Ⅰ ) Ⅰ "   
(7) 

この (7) 式の 9 は、 供給サイドの 技術改善努力を 享受 

した製品価格から 推定される潜在市場を 表す。 

3 Ⅰ． 2  分析モデル 

多くの技術の 普及において、 その市場は需給の 相互 

作用による覚部経済などの 影響により連続的に 拡大し 

てい く。 この点に着目した 分析を行 う ために、 (8) 式で 

表される潜在的市場が 変化する普及天井拡大モデルを 

基本とする。 

撃 Ⅰ 女 Ⅰ 4(1- 諾 ) (8) 

ここで 舐 t) の関数形として、 (5) 式で表される 需要 

関数を考える。 すな ね ち、 潜在的市場の 規模はその製 

品ロ の 価格のみではなく 需要量にも依存するものとする。 

3.2 分析 対笘 

ケーススタディとして、 日本の 1975-1999 年におけ 

る期間の太陽電池の 普及を分析の 対象とする。 太陽 

電池はその用途の 可能性の幅が 非常に広く 、 高い ポ 

テンシャルを 秘めたものであ り、 普及とともに 需給 

の相互作用が 働きながら市場を 拡大していくと 考え 

られる。 また、 太陽電池の耐久年数は 20 年以上であ 

り ( 浅川， 2000) 、 この期間における 反復はほとんど 無 

視 できるため、 累積生産量 と 普及量は一致すると 考 
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えられる。 

太陽電池に関するデータは、 生産量㈹、 累積生産量 

( り :MW 生産価格 (P)) : 円 /W  ( 資源総合システム ，『 太 

陽光発電情報』，各号 ) 、 技術ストック (T): 累積研究開 

発 Ⅱ ，コ R 。 -m 一 (I 一 P)7u., は 研究開発費、 p: 陳腐化率、 m. リ 

一 ドタイム :Wa ぬ皿 be 乙 ㎡， 1999)  を用いた。 

4, 分析結果 

4.1 人垢先発Ⅰの 音 旦過程分析 

4.J.l  人 硅屯地 価格の推移 

太陽光発電における 製品価格の推移は 図 4 に示す通 

りであ り、 (6) 式のパラメータ 推計を行った 結果を表 1 

に示す。 
"" 。 " 

  
lM ㏄ 0 
'11 ㏄ 0 七二 Pe- 力 
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図 4 太陽電池価格の 推移 

表 1 パラメータの 推計結果 

Ⅳ 0   D  W  o オ ・ R2 

1975-1982 101.83 9.52 16.20 0.328 0.76 0.974 

0.118 1.17 0.995 1983-1990 (199.25) 8.43 (35.56) 
1991- Ⅰ「 999 6.82 

(60.39) (3.01) 
0.016 1.47 0.743 
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図 5  太陽電池の累積生産量および 潜在市場規模の 推移 

技術の普及プロセスにおいて 潜在市場規模が 普及 軌 

道の画定に重要な 役割を果たす (Meyer ㎝ d Aus 血 el 

(1999)) 。 そこで 次式 に基づき普及天井の 変化に対する 

供給サイドの 技術改善努力 3 要素 ( 規模拡大効果、 累 

積生産、 技術ストック ) の貢献を分析する。 

K(f)) 二 K0e 牢 YC 「 4TC) ん (9) 

(9) 式をもとに、 1975-1999 年における潜在市場の 変 

化の支配要因を 求めると図 6 のようになる。 
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勿 T: 技術ストツク 

ロ Y: 累積生産 

Ⅰ t: 規模拡大効果 

Ⅰ 
+K: 潜在市場規模 

1975-1982 1983-199 泊 1 的 1-@9 の 

4.1.2  大 珪ヨ 地面垢規模の 推計 図 6 潜在市場規模の 変化への 3 要素の貢献の 推移 

1975-1999 年の太陽電池の 価格および生産量の デ一 (1975-1999) 

タを 用いて (5) 式のパラメータ 推計を行った 結果を表 2 図 6 から、 普及の初期段階においては 供給サイドの 

に 示す。 また、 4.1.1 およびこの推計結果を 用いた潜在 技術改善努力の 効果が大きかったが、 普及が進むにつ 

市場規模の推移を 図 5 に示す。 れて規模拡大、 そして累積生産の 効果の割合が 大きく 

表 2  パラメー タの 推計結果 なっていることが 伺える。 

1979 年の「サンシャイン 計画の加速的推進戦略」、   1980 年の工 屯 DO 設立などにより、 太陽光発電に 関す 
      DW@ adj   ， R1 

る 研究開発が盛んに 行われるよさになった ( 図 7) にも 

4.4659  0 ． 0 ㏄ 3  0 ． 1 ㏄ 3  1.94  0 ． 928 関 わらず、 以上のような 結果になったことは、 潜在 市 
(2.28) (1.44) (6.80) 

場 規模の変化は、 需要サイドからのフィードバックが 
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大きく影響してきていることを 示している。 

  
    

    
    

      
      
    

    
  

    
    

図 7  太陽電池研究開発費の 推移 (1975-1999) 

また、 得られた潜在市場規模より 各年の生産量を 推計 

する。 推計値と実測値との 比較は図 8 の通りであ る。 
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図 8  生産量の推計値と 実測地の比較 (197 年 1999) 

実測値が 1996 年から急速に 伸び、 1999 年には市場 

価格を考慮した 推定値よりも 高い値を示している。 

近年の生産量の 伸びは、 政府主導の補助金制度や「新 

エネルギー利用等の 促進に関する 特別措置法 ( 新 ェネ 

法 ) 」による影響が 大きいと思われ、 市場との相互作用 

の結果ではない、 一時的なものであ る可能性が高い。 

4.2  モデル比較 

Wa 牡 ㎎ be  乙 ㎡ (2 ㏄ 2) 、 Ko 曲 ma  (2000)  などで用いら 

れている Lo が s 廿 。 曲線の普及天井が Lo 摩 stlc  曲線で拡 

大 する Lo 葮血 。 肝 owth ㎡ 廿血 ady 田 ㎞ cc 荻 Wngca 脾 。 町 

し GDCC) との比較を行 う 。 

LGDCC モデ ，ゥ由 10) 式によって表される。 

7(f)=   入 ， N (10) 

， ・ " 。 ， 。 (- 回・ 託升閂 ん % り 

ぽ A 「、 汐 N 、 N": 定数 
普及天井     N(/) Ⅰ 1+ 移 N ま苦 (- タ N/ 
(10) 式から分かるように、 LGDCC モヂか は時間のみ 

の関数であ るため、 需要との相互作用を 考慮していな 

ぃ 。 そのため、 政策などの 外 性的な影響が 強 い 場合、 

その影響を反映することができない。 

本分析に提案したモデルは、 対象の価格および 累積 

生産量の関係を 織り込むことにより、 需給の相互作用 

効果を反映しているため、 より現実的な 普及天井すな 

むち潜在的市場を 示すことができるものと 考えられる。 

5. 結論 
本分析においては、 需要と供給の 動的な関係を 考慮 

した普及モデルを 提案した。 他の普及モデルと 比較し 

て、 価格および生産量を 通して需要と 供給の相互作用 

を 考慮することに ょ り、 政策などの 外 性的影響があ る 

場合でも対応することが 可能であ る。 

本分析の結果から、 太陽電池においては、 初期段階 

においては供給サイドの 技術改善努力が 重要であ るも 

のの、 次第に需要サイドからのフィードバックが 大き 

く影響していくことが 明らかになった。 

以上より、 普及の促進には 単にコストを 削減し生産 

量を増やすのではなく、 市場からのフィードバックを 

フルに活用するためにも、 市場のニーズに 応えた的確 

な製品開発が 必要であ るといえる。 
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